【選挙手続参考資料】
2008年4月27日、橋爪幸臣
『民主政治は一つの取るに足らない技術的細目にその健全さを支配される。…選挙制度が適切なら何もかもうまくいく。そうでなければ何もかも駄目になる。』　　ホセ・オルテガ・イ・ガセット（註、スペインの思想家、1883-1955、
主著の一つに『大衆の反逆』1930年がある。寺田和夫訳、中公クラシックス。神吉敬三訳、角川文庫。西部邁訳、PHP文庫。
「選挙規則のような細々したことにこだわって」とよく聞くが、選挙規則は世論操作と相俟って国を滅ぼす自体を生む元凶となりうることは、20世紀の歴史に幾つも例がある。他方、選挙手続は数千年の試行錯誤を経て今も進化しつつあるもので、ある場合に最もふさわしい手続を科学的に証明する理論などはない。何が全体のために大切かを、全体で判断していくしかない。そのために、基礎知識は常識とともに必要である。
　選挙に際して、決めなければならない事柄はそう多くはなく、大抵の集団では以下で足りる。
1) 誰に選挙権があるか。
2) 誰が被選挙権を持つか。（立候補を固辞した人を当選させたらどうなるか。）

3) 選挙単位を分割するか（選挙区）。

4) 禁じ手明記が必要か（偽計、脅迫、なりすまし、利益供与など）。

5) 誰が当選者か。

6) 集計、再集計、異議の手続き。

　当選者について、普及した慣行がある。
【定員が単数の場合】
a. 得票が投票の過半数を当選とする場合。絶対多数と呼ばれる。（権力の大きい知事などの場合、本来この方法がよいのであろう。）

b. 得票1位のものを当選とする場合。相対多数と呼ばれる。

【定員複数の場合】

c. 定員と同数の連記とし、上位から当選とする。
d. 定員より少ない数の連記とし、上位から当選とする（日本以外に例を見ないという）。

e. 単記と比例代表制の併用。比例得票の計算にはドント式、サンラグ式等があるが、詳細は省略する。

　
　定員複数の場合に定員と同数の連記とするのは、複数定員の区を定員1名の区が複数集まったものと考え、それぞれの1位のものが当選する蓋然性の高い方式が定員同数の連記と考えられているためである。たとえば、a/b/c党がそれぞれ優勢の三つの選挙区で、定数連記とした場合、A/B/C候補が当選する確率が高いと考えるわけである。ただし、これはa/b/c区の規模が同等でないと成り立たない。すなわち、b区が他の数倍の規模である場合、B/B’/B’’の3氏が当選する可能性はある。それでもなお、本来下位の者が上位を乗り越えて当選しないというのがこの方式の論理と思われる。
　比例代表制は、連記制のもとでの独占を回避するために採用された。たとえば、定数100名の国会で100名連記の選挙を行なえば、第一党が100名当選する危険が確かにある。現実にこのような巨大な定数をもつ選挙単位が発生した場合には、比例代表制は意味を持つわけである。
　最も無意味で、論理性がないのは、上記定員複数のばあの定員以下の連記であろう。これは、何にも彼も足して2で割ればよいという、底の浅い発想以外のなにものでもない。
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